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１ 背景と目的  
 農薬は，事業所や家庭由来の物質と並び，河川

環境における汚濁要因の一つである。例えば，神

奈川県の金目川ではチオベンカルブ等の高濃度検

出が報告されており 1），河川生態系に対する影響

が無視できない状況となっている。河川の流域管

理を適切に行うには，その負荷量の把握が必要で

ある。一方，水道法においては，平成 16 年度から

農薬が水質管理目標設定項目に位置付けられ，総

農薬方式により水質管理が行われるようになった。

水道事業体では，効率的な水質管理を行うため，

対象流域で流出可能性が高い農薬を事前に予測す

る必要がある。このような状況から，流域におけ

る農薬の流出状況の把握は，河川環境の管理や評

価において不可欠の要素であると言える。  
 農薬の使用状況は，同一県内でも農作物の耕作

状況の違いによって地域的な偏りが大きいため，

流出量を求めるにはその地域情報を考慮した推定

手段を用いる必要がある。農薬の流出状況は，実

測 2）3）や予測モデルを用いた推定 4）5）により現況

把握や評価の検討が行われている。これらの手法

は，特定の農薬の河川中における挙動を知るのに

は適しているものの，多種類の農薬を対象とした

包括的な流出状況の把握手段としては必ずしもな

じまない。農薬の流出状況の予測には，流域別の

推定流出量を比較的単純化した方法で包括的に算

出できる手法を設定することが重要と考えられる。 
 本稿では，神奈川県内の河川流域を対象に，農

薬の登録内容から使用法を特定し，作付面積等の

土地利用面積情報と組み合わせて流域単位の農薬

散布量を算出するとともに，農薬の流域への流出

をモデル化し，流出量を推定する手法について検

討したので，その結果を報告する。  
 

２ 方法  
２．１ 流出量算出の考え方  
 流域別流出量は，はじめに流域別散布量を算出

し，この散布量に対して移流を考慮しない level
Ⅱfugacity model をあてはめ，分解後の残留量と媒

体別存在比を推定することにより算出した。  
まず fugacity model を適用するために，農薬の

散布と流出に関して，次の条件 6）を設定した。  
（1）農薬の流出しやすさを「平衡時における水相

への存在しやすさ」であるととらえ，水相に

分配する農薬量を水域への流出量とみなす。 
（2）農薬の散布環境を図１のように水田型と畑地

型に区分する。  
（3）畑地型では，降水量 1mm 以上の降雨時に土

壌水分に分配する農薬が流出するとみなす。 
ここで，水田型は大気，水及び土壌相の三相構

成，畑地型は大気及び土壌相の二相構成とし，畑

地土壌は 30%の含有率で土壌水分を含むものとし

た。また，後述するようにこの土壌水分量から流

出に寄与する有効土壌水相厚を定義した。なお，

非湛水期に使用される水田農薬は，畑地型で推定

した。  
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図１ 散布環境モデル  



 - 50 -

２．２ 流域別散布量の算出方法 

 流域別散布量の算出フローを図２に示した。流

域別散布量は，農地散布製剤については単位使用

量（10 アール当たり施用量）と作付面積の積の比，

それ以外の製剤については散布面積の比で県内出

荷量を配分して求めた。流域別の作付面積は，市

区町村別作付面積を一度 3 次メッシュに分解し，

これを流域単位に再編成することにより算出した。

製剤の施用方法は，登録内容から，①製剤の希釈

倍率，②散布回数，③散布液量及び④適用病害名

または除草剤の使用時期区分を 32 種の作物ごと

に特定した。このうち，④は標準的な散布時期と

対応させ，「3-4 月」，「5-6 月」，「7-8 月」及び「9-11
月」の 4 期に分けた流出量を算出した。非農耕地

用製剤は，④に関する適当なデータがないため，4
～9 月までの 6 カ月間に均等に散布されるものと

した。  
 
２．３ 流域別流出量の算出方法 

 移流を考慮しない levelⅡ  fugacity model では，

農薬の散布量 I を散布環境への投入量と考えると，

(1)式が成立する。さらに，同一面積の散布環境モ

デルを考えた場合，(2)式から平衡後の各相の農薬

量 M(p) は，フガシティ容量･媒体相厚積 Z(p)L(p)

に比例するので，媒体別の分配比はこのフガシテ

ィ容量･媒体相厚積の比に相当する。媒体別のフガ

シティ容量 Z(p)は後述の(3)～(5)式 7）8）9）10）で求め

ることができるため，媒体相厚 L(p)を適切に設

定すれば，2 種の散布環境の水相への分配比が

算出できる。流域内の各散布環境に対する分解後

の残留農薬量を求め，これに前記の分配比を乗じ

ることにより，流域別流出量を算出した。媒体相

厚 L(p)は，大気相厚 200m，水田の水相厚 5cm，土

壌相厚 5cm，畑地の土壌相厚を 20cm とし，畑地

の有効土壌水相厚は，海老名 AMeDAS の過去 5
年間の降雨頻度をもとに 1.81cm に設定した。分解

過程は水中の微生物分解のみを考慮し，分解の速

度定数は(8)式に示す推定式 11）から算出した。 
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図２ 流域別散布量推定フロー 
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注 市町村から流域への面積変換は，次のメッシュ土地利用面積を配分

指標として使用。 
農耕地用（水稲） ：水田面積 
農耕地用（その他） ：その他の農用地面積 
非農耕地用面積 ：その他の土地面積＋ゴルフ場 
家庭園芸用 ：建物用地面積の 1/2 

C ：平衡時濃度（mol･m-3） 
 f ：フガシティ（Pa） 
H ：Henry 定数（Pa･m3･mol-1） 
I ：散布量（mol･year-1） 
K ：分解速度定数（year-1）  
Koc：有機炭素吸着定数（10-3･m3･kg-1） 
Kow：オクタノール/水分配係数（－）  
Kp ：土壌吸着定数（10-3･m3･kg-1） 
L：媒体相厚（m）  
M ：平衡後の媒体別農薬量（mol）  
p ：媒体  
R ：気体定数（8.31Pa･m3･mol-1･K-1）  
S ：面積（m2）  
T ：絶対温度（K）  
V ：媒体体積（m3）  
Z ：フガシティ容量（mol･m3･Pa-1）  
α ：土壌固相率（畑地は 0.4，水田は 0.5） 
γ：土壌有機炭素含有率（0.05）  
ρsoi ：土壌粒子比重（2700kg･m-3）  
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３ 結果及び考察  
３．１ 推定流出量と実測データの比較  
 2005 年度出荷量から推計した流域別流出量の年間

値を県内水道事業体が実施した 2005 年度のモニタリ

ング結果と比較した結果を図３に示した。流域別流

出量は県内散布農薬を対象に推計するため，上流

県からの流下がない河川として相模川水系の中津

川，小鮎川，鳩川，玉川及び酒匂川水系の狩川に

ついて比較した。どの流域においても流域別流出

量が多くなると，測定対象農薬のうち流出を確認

した農薬の割合が高くなる傾向が見られた。この

ことから，この流出量を用いて，農薬の流出負荷

の状況を判定することが可能と考えられる。  
 図４は，2005 年度出荷量から算出した年間の流

域別流出量と 2006 年度モニタリング結果による

検出状況の関係を示したものである。前年度流出

量を使用した場合にも，図３と同様の傾向が認め

られた。一方，過去の出荷量から毎年の流出量を

算出し，これを直線回帰により外挿して求めた

2006 年度の予測出荷量を使用すると，図４の場合

に比べて 2006 年度の検出状況との乖離が大きく

なった。この原因として，年による出荷量の変動

が大きい農薬は推定誤差が大きくなるためと考え

られた。以上のことから，流域別流出量は，前年

度出荷量を直接使用して推定するのが妥当である

と考えられる。  
 
３．２ 時期別流出量の評価  

2005 年度出荷量から推定した流域別流出量を

用いて，2006 年度のモニタリング結果と比較を行

い，時期流出状況の評価を行った。前述の 5 河川

について，モニタリングの期別最大濃度と期別流

出量を用いて流出パターンを比較した。その結果，

最大流出期が一致した割合は，中津川 79%（年間

の検出農薬数は 24 種），小鮎川 64%（同 36 種），

鳩川 72%（同 36 種），玉川 75%（同 36 種）及び

狩川 88%（同 16 種）となった。  
図５に，最大流出期が一致した例として，小鮎

川のベンタゾン及び鳩川のダイアジノン，最大流
期
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出期が 1 期分ずれた例として鳩川の MEP，玉川の

DBN の状況を示した。また，最大流出期が 2 期ず

れたものは，5 流域の検出農薬延べ 148 種中，中

津川の NAC，鳩川のベノミルと NAC とアセフェ

ート，玉川のシマジンとイソキサチオンの 6 種の

みであった。一部の農薬で最大流出期が一致しな

かった原因の一つとして，実際の散布時期がデー

タ化した製剤別の標準的な散布時期とずれている

ことが考えられる。  
 

３．３ 人健康リスクからみた農薬流出負荷評価 

 ３．１及び３．２の検討から，農薬の流出に起

因する環境負荷も前年度出荷量から推定した流域

別流出量を用いて比較することができると考えら

れる。そこで，2005 年度の流域別流出量の年間値

をもとに，相模川と酒匂川における 2006 年度にお

ける農薬由来の環境負荷を算出した。環境負荷は，

人健康リスクからみた負荷指標値として，(9)式に

示す ADI（許容１日摂取量）で重み付けした無次

元数の RRI 値（Runoff Risk Index）を算出し，比

較を行った。  
 
 

 

その結果，両河川において，環境負荷が大きい

と考えられた農薬上位 20 種を表１に示した。どち

らの流域においても，半数は測定法が確立されて

いない等の理由から測定対象とされていない農薬

であった。  
なお，本推定法では，分解過程として考慮でき

たものは，前述のように水中の微生物分解のみで

ある。したがって，土壌分解性の大きいダゾメッ

トやシアナジンについては過大推計の可能性が大

きいことに留意する必要がある。  
 

３．４ 流域の環境負荷の発生源寄与 

 流域別の農薬流出量が算出できれば，これを  
PRTR データと組み合わせて河川の環境負荷の発  
生源寄与を推定することが可能である。ここでは， 

神奈川県の「化学物質の安全性影響度の評価に関

する指針」12）で規定する毒性係数を用いて，環境

負荷を生態リスクからみた総換算排出量に変換し，

発生源寄与を算出した。なお，農薬流出量は，PRTR
の扱いに合わせて散布後の挙動を考慮しないこと

とし，分解を考慮しない levelⅠfugacity model で

推定した。また，農薬を除く非点源排出量は，市

区町村別排出量を排出源の区分に応じた統計指標

で 3 次メッシュに配分し，これを流域単位に再編

成して流域別排出量とした。2003 年度における主

要河川の流域面積当たり総換算排出量を図６に示

した。  
どの流域も農薬以外の非点源排出の寄与が大き

く，平均で 87%を占めた。農薬流出の寄与が大き

かったのは，中村川（19%），森戸川（16%），酒

匂川（11%）など県西部の河川が多かったが，鶴

表１ 流出農薬の環境負荷評価結果(2006 年度) 

順  
位  

相模川  酒匂川  
農薬名  RRI 農薬名  RRI 

1 ダゾメット ※ 28 マンネブ 16 
2 プロピネブ 14 マンゼブ 6.3 
3 マンネブ 13 アシュラム 3.5 
4 ＤＥＰ 5.6 ＤＥＰ 3.4 
5 マンゼブ 4.4 ダゾメット ※ 2.7 
6 MITC 3.3 イミノクタジン 2.5 
7 アセフェート 2.7 ＤＤＶＰ 2.0 
8 ホスチアゼート 2.4 アセフェート 1.4 
9 ＤＤＶＰ 2.1 MITC 1.3 
10 イミノクタジン 2.1 プロピネブ 1.2 
11 アシュラム 1.9 グルホシネート 1.1 
12 ＭＣＰＰ 1.8 ジネブ 0.70
13 ダイアジノン 1.3 ダイアジノン 0.67
14 グルホシネート 1.2 ＤＭＴＰ 0.62
15 ジネブ 0.77 ジメトエート 0.43
16 ＤＣＭＵ 0.73 ＭＣＰＰ 0.37
17 ジメトエート 0.71 ホスチアゼート 0.35
18 シアナジン ※ 0.44 ＡＣＮ 0.22
19 ＭＣＰＡ 0.43 ベンチオカーブ 0.19
20 ＡＣＮ 0.41 ＭＥＰ 0.17

（注） ※が付されたものは，土壌分解性が高い農薬。 
網掛けは，2006 年度モニタリング非対象農薬。 
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見川（10%）など市街化の進んだ県東部の河川に

もその寄与が無視できない河川があることが判っ

た。一方，届出排出の寄与が最も大きかったのは

鶴見川（49%），引地川（42%），酒匂川（28%）で

あった。届出排出の寄与が大きい流域では，この

ような解析により，届出事業所が排出先河川に与

える負荷を具体的に示すことが可能となると考え

られる。 

 

４ まとめ 

 農薬散布環境をモデル化し，農薬の施用方法，

出荷量，散布対象面積等の公表データをもとに算

出した流域別散布量に levelⅡfugacity model をあ

てはめ，流域別農薬流出量を算出する手法を検討

した。さらに，人健康リスクからみた負荷指標値

を算出し，流出農薬の環境負荷評価を試行した。  
その結果，次の知見を得た。  
１）年間の流域別流出量が多くなると検出され

る農薬の割合が高くなる傾向が見られたことから，

流域別流出量により流出負荷の状況を判定するこ

とが可能と考えられた。  
２）県内出荷量確定値をもとに算出した前年度

ベースの流域別流出量は，翌年度のモニタリング

の検出状況とほぼ一致したことから，前年度ベー

スの流域別流出量を利用して翌年の流出状況を予

測することが可能と考えられた。  
３）平均で 74%の検出農薬で最大流出期がモニ

タリング結果と一致した。  
４）本手法を用いて，流出農薬の環境負荷評価

ができることを確認した。  
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